
てしまう、貧困の連鎖の解消 〇生活に困窮している世帯の小中学生に対して、教育支援員や

が求められている。 学習支援事業（学習教室）を活用し、学習意欲や学習内容の理

〇生活保護受給者の高齢化に伴い医療扶助費や介護扶助費が増 解度の向上に努め、高校進学等に伴う支援を行う。

大していることから、生活保護受給者の健康の維持・増進や医 〇増大していく医療扶助費・介護扶助費抑制に向け、後発医薬

療扶助等の更なる適正化が必要となっている。 品の使用促進、健康管理支援事業により、医療扶助の適正化を

推進していく。

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 5年 6月19日 作成部局名 健康福祉部 担当部局名 こども健やか部

１．施策の位置づけ ＜PLAN＞
担当課

基本目標 担当課

担当課

関係課

施　　策 関係課

関係課

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) 当初値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

その他施策の取組事項に

係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

生活支援課

03
共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち

福祉総務課

こども家庭支援室

13
生活困窮者支援の充実

生活保護制度や生活困窮者自立支援事業の適正な運用により、それぞれの実情に応じた適切な支援を行い、生活困窮者等の

生活安定と自立を図ることを目指します。

生活保護事務費

生活困窮者自立支援事業

生活保護受給者の就労支援 就労支援事業の参加者数
人 96以上 96 94 84

事業の参加者数

生活保護受給者の就労・収 就労支援事業で収入が増加した人数
人 31以上 31 37 28

入増加者数 (就労支援事業参加者のうち )

〇高齢化の進行、新型コロナウィルス感染症や物価高の影響に 〇生活保護受給者に対しては、法に基づき適切に生活支援を行

よる雇用情勢の悪化などにより、生活困窮者が増加している。 うとともに、就労可能な生活保護受給者には就労支援相談員に

〇単身世帯の増加や核家族化の進行などから、親族同士が助け よる就労支援に加え、ハローワーク川口等への案内を行うなど

合う機会が減少している。 、就職に向けた支援を行う。

〇生活保護に至る前の生活困窮者や生活保護受給世帯に対し、 〇生活保護に至る前の生活困窮者に対して、生活困窮状態から

それぞれの状況や課題に応じて生活の安定と自立に向けた支援 の自立に向けた支援として、相談業務とともに、就労準備や家

を充実させていく必要がある。 計改善に伴う支援を行う。

〇貧困が世代を超えて受け継がれ



正に生活保護制
度の事務を執行していくためにも増員が必要な状況である。

98 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業　（福祉総務課）

住民税非課税世帯等に対する

法
定

316,141 予算編成用シート

臨時特別給付金事業 0 （評価除外事業）

－ － ９ ○ － － － － 終98 01 03 01 96 98 98 0

「コロナ禍における「原油価 0

格・物価高騰等総合緊急対策 0

98 電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金　（福祉総務課）

電力・ガス・食料品等価格高

法
定

527,330,962

騰緊急支援給付金 0

－ － ９ ○ － － － － 終98 01 03 01 97 98 98 0

電力・ガス・食料品等の価格 0

高騰による負担増を踏まえ、 0

98 電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金　（福祉総務課）

電力・ガス・食料品等価格高

義
務

0

騰重点支援給付金 390,885

－ － ８ ○ － － － － 終98 01 03 01 98 98 98 0

電力・ガス・食料品等の価格 0

高騰による負担増を踏まえ、 0

xx 電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金　（福祉総務課）

電力・ガス・食料品等価格高

法
定

527,014

騰緊急支援給付金 0

－ － ９ ○ － － － － 終00 01 xx xx xx xx 00 0

物価・賃

戸

金・総合対策として 0

田

、電力・ガス・食料品

市

等の価 0

03

施

生活資金貸付事業　（

策

生活支援課）

評価シ

生活資金貸

ー

付事業

任
意

103 他の

ト

機関が実施している当

作

貸付事業

103 以外の

成

貸付制度が充実してお

日

り、廃

－ － ３ ○ Ｂ Ａ Ａ

令

Ｂ Ｃ01 01 03 01

和

01 03 01 103 止

 

を含めた見直しについ

5

て検討する

１世帯当り

年

、限度額１００, 3 。

 

０００円以内とし、貸

6

付期間 1,958

月19日 作成部局名 健康福祉部 担当部局名 こども健やか部

○結果と今後の方向性

進捗状況
（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（予算） 令和０５年度（事業費総額） 令和０６年度 令和０７年度 令和０８年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

今後の方向性（人員） 令和０５年度（人件費総額） 令和０６年度 令和０７年度 令和０８年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R4決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R5予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
6

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

就労支援については適正な事務を進めたが、新型コロナウイルス感染症の拡大による経済環
境の悪化や、感染防止のために対面での支援が困難な時期があったことなどから目標値を達
成することはできなかった。生活保護者は増加傾向にあるが、引き続き適切に対応していく
。

Ｃ
また、生活困窮者支援については、コロナ禍において支援を必要としている方は依然として
多く、３１７件の相談を受けた。今後は、生活困窮者に対して様々な事業を展開するととも
に、関係機関と連携しながら利用者のニーズに合わせた適切な支援を行っていく。

6,019,265 ↓ 5,366,201 ↑ 5,834,905 ↑ 5,942,280
新型コロナウイルス感染症や物価高騰に伴う影響により、生活支援を必要としている方は増加傾向であることから、扶助費などは増大が見
込まれている。また、生活困窮者の自立に向けた支援については、現行の予算規模を維持して、取り組んでいく。

177,534 ↓ 174,271 ↑ 190,588 ↑ 197,115
現行のケースワーカーの配置数が、社会福祉法第１６条に規定されている標準数に比して５名も不足していることから、適



祉

83,350 今後も増

部

加する生活保護事務に

担

備え

57,235 、事

当

務の効率化など必要な

部

業務体制

－ － １ ○ Ａ Ｂ

局

Ａ Ｂ 法01 01 03 0

名

3 01 02 01 58,

こ

284 の整備に努めて

ど

いく。

①生活困窮者の

も

相談・助言及 31,1

健

30

び生活保護の申請

や

受理　②被 27,41

か

3

01 生活保

部

護扶助費　（生活支援

５

課）

．事務

生活保護扶助費

法
定

事

4,650,101 今

業

後も増加する生活保護

の

事務に備え

5,519

検

,450 、ケースワー

討

カーの増員等、必要な

【

－ － ２ ○ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 法0

一

1 01 03 03 02 0

般

1 01 5,257,4

会

79 業務体制の整備に

計

努める。

生活保護の被

】

保護者（世帯主 886

（

,730

）に対し、毎

単

月１回定期的に 134

位

,456

xx

：

新型コロナウイルス感

千

染症生活困窮者自立支

円

援金　（生活支援課）

）

事務

新

事

型コロナウイルス感染

業

症生

法
定

42,160

評

予算編成用シート

活困

価

窮者自立支援金 0 （評

の

価除外事業）

－ － ９ ○

結

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 終00 01 x

果

x xx xx xx 00 0

担

国が定めた求職活動を

当

行うこ 0

とを条件に、

部

単身世帯６万円 0

局

03 ひとり親家庭

の

等医療費支給事業　（

評

こども家庭支援室）

価

大

（再掲）

事

ひとり親家庭等医療

任

業

意

＜（再掲）について

中

＞

費支給事業 本事業は

事

、他の施策を主たる施

業

策として構成する事

0

事

1 01 03 02 03 0

務

3 01 務事業ですが、

事

一部が本施策にも寄与

業

するため「再

医療保険

名

制度で医療にかかっ 掲

事

の事務事業」として、

業

参考に掲載しています

区

。

た場合に、医療費の

分

自己負担 ※事業内容は

R

、当該事務事業評価シ

4

ートを参照

決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R5予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
6

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

04 行旅死亡人及び行旅病人取扱費　（生活支援課）

行旅死亡人及び行旅病人取扱

義
務

4,764

事業 2,478

－ － １ ○ － － － － 義01 01 03 01 01 04 01 2,255

行旅死亡人の身元調査を実施 △192

し、葬祭執行人のいない死亡 1,958

05 ホームレス総合相談事業　（生活支援課）

ホームレス総合相談事業

義
務

5,365 ホームレスに対する相談支援を通じ

5,914 て、必要な支援を引き続き実施して

－ － １ ○ Ａ Ａ Ａ Ｂ 義01 01 03 01 01 05 01 5,660 いく。

ホームレス巡回相談員が市内 1,217

を巡回し、これらの者と直に 653

06 生活困窮者自立支援事業　（生活支援課）

生活困窮者自立支援事業

法
定

22,113 生活困窮者自立支援事業において、

32,259 様々

戸

なメニューに取り組み

田

、包括的

－ ○ １ ○ Ａ Ｂ

市

Ｂ Ａ 法01 01 03 0

施

1 01 06 01 32,

策

918 な支援を実施し

評

ていく。

自立相談支援

価

事業において、 10,

シ

405

相談窓口で生活

ー

困窮者の相談 5,22

ト

2

作成日

住居確保給付金

法
定

1

令

9,034 コロナ禍の

和

影響が縮小していくと

 

と

10,941 もに対

5

象者も減少していくこ

年

と可能

－ － １ ○ Ａ Ａ Ｂ

 

Ｂ 法02 01 03 01

6

01 06 02 9,50

月

2 性もあるが、動向を

1

注視し、適切に

支援対

9

象者に対し、家賃相当

日

1,308 対応してい

作

く。

分の住居確保給付

成

金を支給す 2,611

部

02 生活保護

局

事務費　（生活支援課

名

）

健康福

生活保護事務費

法
定

2



祉部 担当部局名 こども健やか部

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R4決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R5予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
6

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

01 母子生活支援施設・助産施設入所事業　（こども家庭支援室）

（再掲）母子生活支援施設入

法
定

＜（再掲）について＞

所事業 本事業は、他の施策を主たる施策として構成する事

01 01 03 02 03 01 01 務事業ですが、一部が本施策にも寄与するため「再

経済的に困窮する母子家庭に 掲の事務事業」として、参考に掲載しています。

住居の提供及び生活指導を行 ※事業内容は、当該事務事業評価シートを参照

05 ひとり親家庭等支援事業　（こども家庭支援室）

（再掲）ひとり親家庭等支援

義
務

＜（再掲）について＞

事業 本事業は、他の施策を主たる施策として構成する事

01 01 03 02 03 05 01 務事業ですが、一部が本施策にも寄与するため「再

自立支援教育訓練給付金は教 掲の事務事業」として、参考に掲載しています。

育訓練講座を受けた場合の費 ※事業内容は、当該事務事業評価シートを参照

戸田市 施策評価シー

R4

ト

決算額 R5計画額 R6

作

予算額
計（千円） 事業

成

費 533,201,1

日

07 6,019,26

令

5 5,366,201

和

うち一般財源 1,21

 

9,658 1,298

5

,036 930,60

年

1

事業の方向性： １現

 

状で継続　 ２拡大して

6

継続 ３縮小して継続　

月

　　４他事業と統合　

1

　　５休止　　　６そ

9

の他見直し

７令和6年

日

度で終了 ８令和5年度

作

で終了 ９令和4年度で

成

終了

部局名 健康福



祉部 担当部局名 こども健やか部

５．事務事業の検討 【特別会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R4決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R5予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
6

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

00 　（）

法
定

0 移管等により発生することも想定さ

0 れるが、現時点では対象者がいない

－ － ５ ○ － － － －00 00 00 00 00 00 00 0 ため休止とする。

生活に困窮する中国残留邦人 0

等に対し、支援金を支給する 0

R4決算額 R5計画額 R6予算額
計（千円） 事業費 0 0 0

うち一般財源 0 0 0

事業の方向性： １現状で継続　 ２拡大して継続 ３縮小して継続　　　４他事業と統合　　　５休止　　　６その他見直し

７令和6年度で終了 ８令和5年度で終了 ９令和4年度で終了

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 5年 6月19日 作成部局名 健康福

22691
フリーテキスト
生活支援給付金


